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本稿 では,前 稿 「中国 における郷 村企 業 ミクロデー タ(1〉」11で紹介 され た
RCFPO-E調査(1司定観察点企業調査)の リサ ンプリングデ 一ータであるRCFPO-RSE
調査(固 定観察点企業20%調査)に ついて,そ の数量的特徴を見てい く。
m固 定観察点企業20%デー タの特徴
1固 定観察点企業20%デー タの概要
前 稿 で も述 べ た よ うに,固 定 観 察 点 調 査 で は郷 村 企 業 調 査(RCFPO-E調 査)と 同
時 に農 家調 査 と村 経 済 に 関す る調 査 も行 わ れ て い る ・ こ こで 用 い る固 定 観 察 点 企業20%
デ ー タ(RCFPO-RSE,RCFPO-Re-SamplillgEnterprisedata)は.このRCFPO-F
調 査 中の20%の 農 家 を抽 出 す る よ うに選 ば れ た 村 に お け る村 管 轄 企 業 ミク ロ デー タで あ
り,そ の抽 出 につ い て は 有 意抽 出 とな')てい る。 そ の 地 理 的 範 囲 は河 北,山 西.遼 寧,
黒竜 江,安 徽.LlI東,広東,湖 南,四 川,雲 南,寧 夏 の11省 ・自治 区 で あ る 。以 下 で は,
RCFPO-RSEデー タの1995から2000年ま で の 概 要 につ い て述 べ て い く こ とに した い2〕。
まず 地 域 的 にRCFP(}RSEデ ー タセ ッ トが どの よ う に分 布 して い る のか を確 認 す る 。
第2表 は,地 域 区 分 を北 部 地 域(河 北,山 西,遼 寧,黒 竜 江),東 部 地 域(安 徽,山 東),
南 ・西 部 地 域(広 東,湖 南,四 川.雲 南,寧 夏)の3地 域 と した もの で あ る孔 そ れ を
1〉 『経 済論叢』 第174巻第1号,2004年7月掲載。
2)本 章で の対 象を1995年か ら2000年に した埋由は次の通 りで ある・す なわち,R(TPo-E調査
か ら20%を有意抽 出 したRCFPO-RSE調査 のデー タセ ットが、母体 であるRCFPO-E調査に
対 して どのよ うな特性 を有 しているのか を把握 したか ったためである・1995年か らの基本情報
は中共巾央政策研究室 ・農業部農村固定観察点弁公室[2QOl]の村総合調査の推計値を利用 した。
3)こ こで用いた地域 区分は次 のような意味を持つ。すなわ ち,郷 村企業 には地域毎の特性 が/
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第2表RCFP()一RSE調査のデー タ基 本構成
1995-2000年1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年



































:北部凍 部滴 ・西部の地域区分1こついて躰 勉 郷 、以 ゆ 表の北部.輔 .南.酬 の地域区分も同様
である、,
見 る とRCFPO-RSEの デー タ総 数 は514であ る。 地 理 的 に3地 域 の デ ー タ数 は.そ れ
ぞ れ 北 部 地 域 が393,東部 地 域 が39,南 ・西 部 地 域 が82であ り,北 部 が 支 配 的 な比 重 を
占 め て い る。 しか し,年 次推 移 を 見 てみ る と,1997年の 人 きな 減 少 がわ か る。 また1998
年以 降 で も1996年以 前 に比 べ て大 き く企 業 数 が 減 少 して い る こ とが 指 摘 で き る。
次 に.固 定 観 察 点 の 対 象 村 に お け る企 業 デー タ とRCFPO-RSE調 査 企 業 デ ー タ との
関 係 に つ い て 見 て い くこ と にす る。 固 定 観 察点 の対 象 村 に関 す る情 報 は ,中 共 中央 政策
研究 室 ・農 業 部 農 村 固 定 観 察 点 弁 公室[2001]の村 総 合 調 査 の 集計 結 果か ら把 握 で き る
。
村総 合調 査 につ い て は」995年か ら調 査 項 目の 拡 充 に よ り,村 内 の企 業 に関 す る情 報 が
＼しば しば指摘 されてお り.こ こで はこの地域 特性 を考慮 した地域区分 を行 うことにより,他 の郷村企業
ミクロデー タとの比較 が容 易にな ってい る.例 えば,〔)GE2は長汀:下流域 に調査 対
象地域を限定 してお り・ 当地域の郷村企業 は・郷村政府が経営 に深 く関与 した比較 的な大規模
な集団所有 制企 業 を典型例 とす る 「蘇南 モデル」 の該当地域で ある、,そして・RCFPO.RSE
調査 における東部地域、すなわち,安 徽.山 東両省にお ける郷村企業 も.大規模集 団所有 制郷
村企業 を典型 とす るとい う点において 「蘇南 モデル」 に近い性質を もつ.(林主編[2`〕01],陳
主編[1992]L従二・て・ これらと 〔XliE2調査 デー タを比較す ることによ り.郷 村企業の地域
特性 をコン トロー ル した上で、OGE2調査 データとRCFPO-RSE調査デ ータの比較が可能 に
なる1)また,RCFP(.)一RSE調査 にお1ナる南 ・西部地域 は、広東、湖南,四 川が そのデー タ構
成の太宗を占めている。 このうち特 に大 きな割合を占める四川(・ 重慶)に ついて は,関 ・西澤 「
200(}]252ページが,企 業数 ・生産額 において小規模個 体企業が大 きな比重 を占めるこ と
を指摘 している。 この指摘 は,形 式的には農村地域 に限定 された ものではないが,根拠 として
提 示 された統計資料(関 ・西澤[2000]252ぺ一ジ,補表 一2)等か らして,農 村地域 に立地す
る郷村企業 に対 する指摘である として問違 いは無 いであろ う・広東,湖 南両省の郷村企業,殊に村管輻企業
1よ小規模 佃体企業 を中心 とす るとい う特微を共有す るため,これ らの省 に隣接す
る雲南,寧 夏両省を加 えて,南 ・西部地域 として括った。後に見 るよ うに,R(FP(〉RSE調
査 デー タにおいて も,当 地域 の企業規模は概 して小 さい.残 る北部地域 は,既 存文献によ る情
報が乏 しいため.地 理 的な近接性か ら一地域 として括 った ものであ る ,しか し.当地域のデー
タ量は豊富であるため・今後必要性 に応 じて.さ らに細かい小地域区分 に分割 してい くのが適
当であるか もしれない.
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第3表 農村固定観察点地区別集計 デー タにおける企業デー タの概 況(企 業 数,売 上高平均)
企 業 数 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
企 全 地 域 2,575 2,634 2,354 2,209 2,274
業 内 東部地区
2,001 1,577 1,627 1,536 1,683
中部地区 596 777 565 507 500
数 西部地区 331 403 299 335 284
士
ソ〔
全 地 域 9,129.8le.897,711,253.610,913.78,934.2
ヒ 内 東部地区 15,723.419,242.716,815.914,632.011,245.0亡岡
平 中部地区 3,244.5 3,990.84,848.8 4,580.8 7,790.6








4):売上高平均の算出は.企業類型 ごとに与えられている経営収 入と村内の企業類型 ごとの企業数の
加璽平均値である,








4)こ こで.「東部地 区」は北京・天津,河 北、遼寧,上 海、江蘇・漸江,福 建,山 東,広 東.
広西,海 南,「中部 地区」催山西,内 モ ンゴル,吉 林.黒 竜江,安 徽・江 西,河 南,湖 北。湖
南,「西部地 区」は重慶,四 川,貴 州,雲 南,西 蔵,陳 西、甘粛,青 海,寧 夏,新 彊 の省 ・自
治区 ・直轄市 である,、
5)企 業数については村総合調査 の平均の企業数に村の数をか けて算出 してい る,、調査対象の村
の数については,農 業部農村経済研究 中心 より提供された資料 を元 に.1995年334村(東部145
村,中 部108村,西部81村),1996年301村(東部11】村,中 部IO9村、西部81村),1997年301村
(東部111村,中部109村,西部81村)とし,1998年,1999年は1997年と変更が ないものと した。
ただ し.1999年か らは20%抽出 のサ ンプル村の中で.調 査停止かつ 補充がなか った村があ るた
め に東部を1つ 減 らし,1999年は300村(東部110村.中部109村.西部81村)としている,
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第4表RCFPO-RSE調査の地区 別集計におけ る企業デー タの概況(企 業数。売 ヒ額平均)
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年
企 全 地 域 121 123 17 83 90
業
内 東部地区 92 95 〔) 60 49
中部地区 18 17 16 21 17
数 西邦地区 11 11 1 2 24
雪




内 東部地区 58,739.872,686.9 N,A。 IO7,735.21 4.(}51.8
平 中部地区 10,501.726,861.15,280.0818,439.212,952.5





偏っていることが窺われる。そして売 卜高平均は,大 きな年度間の変動 も見 られるが,
第3表 のものよりも大きく,総じて比較的大規模な企業が抽出されていることを示 して
いる,、ただし,大規模といっても,後にみるようにRCFPO-RSEの平均従業員数は50
人弱に過 ぎず,中 小企業の域を出ない。,従って,固 定観察点の村総合調査で把握されて
いる企業に関する情報に多数の零細企業を含んでいると考えるのが正確か もしれない。
2既 往 の郷村企業データ と比 較 した本データの特徴
こ こで は前 稿 第 皿節 で紹 介 した 既 往 の郷 村 企 業 デ ー タ と比 較 しなが ら,RCFPo-RSE
調査 テ ー タの デ ー タ特 性 に つ い て 見 て い くこ と にす る,具 体 的 に は.時 期,規 模,所 有
制 ・管 轄 政 府 レ ベ ル,産 業 の4つ の 側 而 か ら 見 て い く こ と に す る.以 降 の
RCFPO-RSE調査 デ ー タの 集 計 結 果 の 地 域 区 分 は,よ り実 態 を把 握 で き る よ う に,第
1表 と同 じ北 部,東 部,南 ・西部 と して 行 う,、
1)時 期
前 稿 第H節 で 見 た よ う に,既 往 の 多 くの 郷 村 企 業 デ ー タ の期 間 は1980年代 中 盤 か ら
1990年代 中盤 ま で の もので あ る。OGE2調 査.OGE3調 査 あ るい はRGE調 査 の よ う
に,い くつ か の郷 村 企 業 デ ー タは,そ の時 期 が1990年巾 盤 以 降 も カバ ーす る比 較 的新 し
い もの で あ るが.そ れ で も1998年まで に と ど ま っ て い る 。 これ に 対 してRCFPO-E調
査 は1986年か ら 中 断期 を挟 ん で 現在 ま で調 査が 実 施 され,1990年代 後 半以 降 もカ バ ー し




2〉規模(従 業員数,総 資産額,売 上額)
次 に規模 につ いて.従 業員数,売 上額,資 産総計 の3つ の指標 を用 いて,
RCFPO-RSE調査の企業がもつ規模について,そ の特徴を見ていく,、










東部が120人あまり.南 ・西部が9人 あまりで.1企 業あた り平均従業員数の地域的格
差がかなり大きく,特に東部の郷村企業で従業員数が多くなっている.
次に1企 業あた り売上額を見てみよう。第6表 によれば,RCFPO-RSE調査の企業
の1995年から2000年の1企 業あたり平均売L額(「霊営業務収入」)は644万元である。
第三次全国工業普査の郷村企業データにおける1企業あたり平均総生産額6》は255万元








元.東 部が343万元,南 ・西部が23万元であり、北部の郷村企業において売L額 が多 く
6)第 二次全国工業普査の郷村企業 データでは売 ヒ額が利用不 ロ∫能で あるため,総 生産額で代用
してい る。
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第5表RCFPO-RSE調査 にお ける地域別に見た従業員数 1単位:人)





























































注1こ の表は平均値 および( )内 に標準偏差を示 している。
第6表RCFI)0-RSE調査における地域別 に見た売上額 (単位:ll)0元)
1995-2000年1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年




























































注:こ の表は平均値および( )内 に標準偏差を示 している。
なっている。曳に、いまひとつの企業規模を示す指標である資産総計を第7表 に見てみ
ると,北部が385万元,束 部が817万元,南 ・西部が17万元であ り,また,各年の平均に
おいて も概 して東部 の郷村企業 において資産総計がやや大 きい,,したがって.
RCFPO-RSE調査の企業の規模は.従業員数および資産総額で見ると東部の郷村企業






中国 におけ る郷 村企業 ミクロデー タ(2〉
RCFPo-RSE調査におけ る地域別 に見た資 産総計
(143)65
(単位:100元)































































第8表RCFPO-RSE調査 における地域別 に見た従業 員規模別 の企業数





















計 514 393 39 82














企業から,小 型企業71をはるかに上回 り中型企業3レに匹敵す るような企業まで含んでい
るといえる。


























7)第 三次全国工業普査の郷 村企業 データにお ける小型企業の平均 は,1企 業 あた り平均従業 員
数が11人あま りである,,
8)中 型企業の1企 業あた り平均従 業員数 は721人あま りで ある。
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第9表RCFP〔)一RSE調査におiナる地域 別に見た所有形態別の企業数
1995-2000年1995年1996年 1997年 1998年 1999年 2000年
全 集団所有制 333 96 96 10 41 46 44
地 非集団所有制 179 23 27 ・7 42 44 36
域 内 外資 22 6 6 0 3 4 3
北 集団所有制 260 78 74 7 35 33 33
非集団所有制 133 21 22 6 38 26 20
部 内 外資 20 5 5 〔) 3 4 3
東 集団所有制 26 7 6 2 5 3 3
非集団所有制 13 1 2 し 3 3 3
部 内 外資 2 1 1 o 0 (1 0
南 集団所有制 47 11 16 1 1 10 8
西 非集団所有制 33 1 3 O 1
15 13
部 内 外資 o o 0 O 0 0 0
出所1第2表 と同 じ、
また,先 に述べたようにRCFPO-E調脊の企業の規模は,従 来の郷村企業 ミクロ
データセ ットの企業のそれよ りも比較的小規模である、RCFP(二》一E調査の企業が村管
轄企 業で あ る こ とは,そ の規 模 の 大 きさ に も影 響 してい る と考 え られ る。






も村管轄企業 の平均 によ り近い位置 にあ り,小 規模 なので ある。 したがって,
RCFPO-RSE調査は村管轄企業の特徴をよく捉えたものであるということもできよう、
4)産 業分類
ここで は.RCFPO-RSE調査が 持つ産 業分類 に 関す る情 報 を見 てみ よ う,,
RCFPO-RSE調査の企業は.先 に見た従来の郷村企業データがその業種を⊥業部門に
限定 してい るのに対 して,第1次 産業か ら1第3次産業 まて を網 羅 してい る。
RCFPO-RSE調査における企業の産業は,農 業.工 業,建 築.交 通運輸,卸 売 り・小
売 ・飲食,不 明の6つ に分類されている、また.1998年における調査票の改正では,工
68(146) 第174巻 第2号
第10表RCFPO-RSE調査 にお ける地域別に見た産業分類別企業数
1995-2000年1995年 】996年 1997年 1998年 1999年 200e年
全 工 業 437 80 89 16 82 90 80
地 非 工 業 61 32 27 1 1 0 (〕
域 不 明 16 9 7 0 0 0 0
北 1二 業 322 61 65 12 72 59 53
非 工 業 55 29 24 1 1 0 0
部 不 明 16 9 7 0 0 O 0
東 工 業 39 8 8 3 8 6 6
非 工 業 0 ひ o 0 o 0 o
部 不 明 o 0 0 〔1 0 0 0
爾 工 業 76 ll 16 1 2 25 21
西 非 工 業 6 3 3 0 o 0 0
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第11表RCFPO-RSE調査 にお ける地域別に見た工業の小分類別の企業数
全地 域 1998年 1999年2UOO年 北 部 1998年1999年2000年
石 炭 3 2 1 石 炭 3 2 1
非金属鉱業 2 4 6 非金属鉱業 2 3 1
食品加工 2 7 6 食 品加工 2 z 2
食品製造 2 2 1 食 品製造 1 i 1
紡 績 2 1 1 紡 績 1 O o
服装等繊維加工 2 3 2 服装等繊維加工 2 2 1
木材等加工 4 4 4 木材等加工 4 4 4
製 紙 1 1 2 製 紙 1 1 2
印 刷 1 1 1 印 刷 1 1 1
ゴ ム 1 1 O ゴ ム 1 1 0
ブ ラ スチ ック 1 1 1 プ ラ スチ ッ ク 1 1 1
非金属鉱物加丁 1 2 2 非金属鉱物加工 1 2 2
金 属加工 11 10 11 金属 加工 8 7 8
普通機械 4 3 2 普通 機械 3 2 [
運 輸機械 1 1 1 運輸 機械 1 1 1
電 機 1 1 1 電 機 1 】 1
建 材 12 18 16 建 材 9 8 4
そ の 他 31 28 27 そ の 他 30 20 22
一
束 部 1998年1999年 2000年 西 ・南部 1998年1999年 2肌1年
石 炭 0 0 0 石 炭 0 0 o
非金属鉱業 0 o o 非金属鉱業 0 1 0
食品加工 O 0 0 食品加工 0 5 4
食品 製造 1 0 o 食品製造 0 1 0
紡 績 1 1 1 紡 績 0 0 0
服装等繊維加工 0 0 〔) 服装等繊維加⊥ 0 1 1
木材等加工 0 0 0 木材等加工 0 o 0
製 紙 0 O 0 製 紙 0 0 o
印 刷 o O 0 印 刷 〔) O o
ゴ ム 0 0 o ゴ ム o O 0
ブ ラ ス チ ック 0 Ol 0 プ ラ スチ ッ ク o 0 0
非金属鉱物加工 0 0 0 非金属鉱物加工 o 0 0
金属加工 3 3 3 金 属加 工 0 0 0
普 通機櫨 1 1 1 普通機 械 o 0 0
運輸機械 0 〔) O 運輸機 械 0 0 0
電 機 o 0 0 電 機 0 0 0
建 材 2 1 1 建 材 1 9 11
そ の 他 o 1) 0 そ の 他 1 8 5
出 所:第2表 と同 じ,,
注:工 業 の'1・分類 が追 加 された のは1998年以降 てあ る
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農家調査の場合は,期首.期 末の変数をマ ッチング変数 として論理性に基づ くマ ッチ





9)し か しながら,そ れが デー タの質 を保証する ものではない。 なぜ なら厳密 に企業の財務諸表
が保管 されていれば良いが,毎 年の財務諸表を記 入するよ うな体制が整備 されていない場 合,
デー タの質は担保 とされ ない,,また さまざまな質的 ・量的指標 にお いて も.財 務諸表に現 れな
い指標,例 えば従業人貝数な ども記録された資料が なければ,経 営者や管理者層の記憶 に頼 ら
ざ ると得ないという点で,多 くの非標本誤 差の可能性 を有す る。
1〔))RCFP〔)調査 におけ る農家調査 のマ ッチ ングについて は,Sendaelal,[2000]ならび に寳
劔 ・仙田[20021を参照.
11)各年度 の クロスセク ションデー タか ら1司一企業 のデー タを見つ け出 し,そ・れ らを時系列デー
タとして連 結することによ リパ ネルデー タを作成す る作業 を指す 、
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した参照変数は次のものである。つまり.① 企業の設立時以来の経過年数すなわち操











る。ただし,わずか1年 間で も変動 しない,あ るいは変動が少ないということを保証す
るものではない、以上の変数の照合結果を総合的に判断して,マ ッチング実験を行った。
その結果を第12表に示す。
第12表 における 「(1)」の表記は,当該年においてデータが存在することを表 してお
り,逆に 「×」は当該年においてデータが存在 しないことを表 している.第12表によれ






セットとして考えるのが自然であることが,こ のマ ッチングの実験結果か らも明らか と
なった。
ただし,今回のマ ッチ ング実験について言えば,本 来同一企業のデータであるにもか
12)但し,前 年度の調査が12月に実施され,今 年度 の調査がll月に調査 された場合 には満年 数で
計算 されて いる操業年数は全1増 加 しな・、・ 逆 に,前 年度の調査 が11月に実施 され,今 年度 の
調査が12月に調査 された場合には,こ の数値 は2つ(2年)増 加す る。 しか し,こ のような状
況が発生 してい るか どうかは,同 一の村 に属する複数企業のデー タをチェ ックしてみれば ず ぐ
に判 明する(毎 年の企業調査は.一 つの村 の中で はほぼ 同時 におこなわれ る)。従 って,マ ッ
チ ングの根拠 と して操業年数を使用するに際 して.こ れ らの ことは大 きな問題 にはならない、
第174巻 第2号
第12表RCFPO-RSE調登 のマ ッチ ング結果
72(150)
企業数 度数比率 累積度数比率 19%年 1996年1997年 1998年 1999年2000年
44 19.73 19.73 O × × × X ×
36 16.14 35.87 × !畔 、㌧、 ノ × × × ×
29 13.00 48.88 o O × × × X
28 12.56 61.43 × × X ○ (二) o
16 7.17 68.61 O o × ○ O o
13 5.83 ・74 .44 × × × × ○ o
9 4.04 78.48 (、」 O × () × ×
8 3.59 82.06 o (1) × × O O
5 2.24 84.3(1 × × x × X ○
5 2.24 86.55 (1 )『 o O O r卑、u (1)
4 1.79 88.34 O ○ () ○ o ×
3 1.35 89.69 X × × × O ×
3 i.35 91.03 × × × ○ X X
3 1.35 92.38 × ○ × O ○ ×
3 1.35 93.72 o O X ○ ○ ×
2 0.90 94.62 × × × O o ×
2 0.90 95.52 × ○ × ○ × X
2 O.90 96.41 X ○ X O O O
2 0.90 97.31 × ○ ○ O o ○
2 0.90 98.21 ○ ○ ○ X X ×
1 O.45 98.65 X × ○ 0 × ×
1 0.45 99.10 × X o 0 o o
1 O.45 99.55 X o ○ o × ×
1 0.45 100.00 () ○ O O × ×
出所:第2表 と同 じ,、
濡:表 中,「O」 の表 記は 、当該 年 におい てデ ー タが 存在 す るこ とを表 してお り・ 「×」 は当該 年 にお いて
デ ー タが 存在 しな い ことを表 して い る、,
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が カバー出来 なかった郷 村企業情 報 を提 供 してい ることが 示され た。さ らに
RCFPO-E調査のリサンブリングデータであるRCFP〔)一RSE調査の1995年以降のテー
タセ ットを基にマ ッチング実験を実施 し,パ ネルデータセ ットであるRCFPO-RSE95
を作成した.こ れまで見てきた郷村企業調査をまとめたのが第13表である。最後に,本
節で考察 してきた郷村企業データにおけるRCFPO-E調査,お よび リサ ンプ リング
データセットであるRCFPO-RSE調査の長所.短所を今一度確認 し.データ使用上の
住意を喚起することで本稿のまとめとする。
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